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連結株主資本等変動計算書

(20202021
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで)

株 主 資 本
資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

千円 千円 千円 千円 千円
2020 年 ４ 月 １ 日 残 高 1,939,834 518,489 2,554,312 △214,956 4,797,680
連結会計年度中の変動額
剰 余 金 の 配 当 △46,207 △46,207
親会社株主に帰属する当期純利益 114,965 114,965
自 己 株 式 の 取 得 △284 △284
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 － － 68,757 △284 68,472
2021 年 ３月 31 日残高 1,939,834 518,489 2,623,070 △215,241 4,866,153
　

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

純資産合計そ の 他 有 価
証 券 評 価
差 額 金

土地再評価
差 額 金

為替換算
調整勘定

そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額 合 計

千円 千円 千円 千円 千円
2020 年 ４ 月 １ 日 残 高 42,749 △77,128 2,284 △32,094 4,765,585
連結会計年度中の変動額
剰 余 金 の 配 当 △46,207
親会社株主に帰属する当期純利益 114,965
自 己 株 式 の 取 得 △284
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額) △13,405 － 23,974 10,569 10,569

連結会計年度中の変動額合計 △13,405 － 23,974 10,569 79,042
2021 年 ３月 31 日残高 29,344 △77,128 26,259 △21,525 4,844,628
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連結注記表

（継続企業の前提に関する注記）
該当事項はありません。

　
（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記）
１．連結の範囲に関する事項

連結子会社の数 ３社
連結子会社の名称 オーベクステクノロジー㈱、オーベクスメディカル㈱、

天津奥貝庫斯技研有限公司
　
２．持分法の適用に関する事項

持分法適用会社 該当ありません。
　
３．会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法
① 有 価 証 券

その他有価証券
時価のあるもの 決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法により算定）によっております。
時価のないもの 移動平均法による原価法によっております。

② た な 卸 資 産 移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によって
おります。

　

2021年05月25日 19時46分 $FOLDER; 3ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）



― 3 ―

（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産

（リース資産を除く）
当社及び国内連結子会社
定率法によっております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建
物（建物附属設備は除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物
附属設備及び構築物については、定額法によっております。

在外連結子会社
定額法によっております。
なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。
建物及び構築物 ６～47年
機械装置及び運搬具 ２～10年

② 無形固定資産
（リース資産を除く）

定額法によっております。
なお、償却年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によって
おります。ただしソフトウェア（自社利用分）は、社内における利用可能期
間（５年）に基づく定額法によっております。

③ リ ー ス 資 産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっておりま
す。

④ 長期前払費用 均等償却によっております。

（3）重要な引当金の計上基準
① 貸 倒 引 当 金 売掛金等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、
回収不能見込額を計上しております。

② 賞 与 引 当 金 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち当連結
会計年度の負担額を計上しております。

③ 株式給付引当金 株式給付規程に基づく役員及び従業員への当社株式の給付に備えるため、当
連結会計年度末における株式給付債務の見込額に基づき計上しております。
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（4）その他連結計算書類作成のための重要な事項
① 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、天津奥貝庫斯技研有限公司の決算日は12月31日であります。
連結計算書類の作成にあたっては連結決算日現在で実施した仮決算に基づく計算書類を使用してお
ります。なお、その他の連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

② 外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処
理しております。なお、在外子会社の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換
算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算
調整勘定に含めております。

③ 退職給付に係る会計処理の方法
当社及び連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己
都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

④ 消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっており、資産に係る控除対象外消費税及び地
方消費税は当連結会計年度の費用として処理しております。

⑤ 連結納税制度の適用
連結納税制度を適用しております。

⑥ 連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用
当社及び国内連結子会社は、「所得税法等の一部を改正する法律」(令和２年法律第８号)において創
設されたグループ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直
しが行われた項目については、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の
適用に関する取扱い」（実務対応報告第39号 2020年３月31日）第３項の取扱いにより、「税効果
会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号 2018年２月16日）第44項の定
めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額について、改正前の税法の規定に基づいており
ます。

（表示方法の変更に関する注記）
１．「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３月31日）を当連結会計年
度の年度末に係る連結財務諸表から適用し、連結財務諸表に重要な会計上の見積りに関する注記を記載して
おります。

２．連結損益計算書関係
前連結会計年度において、独立掲記しておりました「営業外収益」の「社宅使用料」は、営業外収益の総

額の100分の10以下となったため、当連結会計年度より「その他」に含めて表示しております。
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（会計上の見積りに関する注記）
１．天津奥貝庫斯技研有限公司の事業構造改善費用および固定資産の減損損失
（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

当連結会計年度（千円）
事業構造改善費用 64,316
減損損失 67,133

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
当社は、2020年11月10日開催の取締役会において、連結子会社である天津奥貝庫斯技研有限公司（中

国天津市）における筆記具用繊維束の生産を2020年内で停止し、筆記具用ペン先やコスメティック用ペ
ン先の研削加工と製品販売に注力することを決定しております。これに伴い、当連結会計年度において退
職金等の費用や遊休資産となる固定資産の減損損失、たな卸資産の収益性低下による損失などを計上して
おります。
筆記具用繊維束の生産停止後における中期事業計画の策定は、連結計算書類作成時において入手可能な

情報に基づき実施しており、今後の営業活動においては、中国市場のニーズを的確に捉えた新規分野への
マーケティング活動や主要顧客を中心とした営業活動の強化などにより収益確保に取り組んでまいります
が、翌連結会計年度において営業活動から生ずる損益またはキャッシュ・フローが継続してマイナスとな
ることが見込まれる状況が生じた場合には、生産設備以外の事業用資産についても減損損失を認識する可
能性があります。

２．繰延税金資産の回収可能性
（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

当連結会計年度（千円）
繰延税金資産 86,797

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
当社グループは、繰延税金資産については、「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」に基づいて
会社分類を決定し、将来の課税所得の見積り及び将来減算一時差異の解消見込年度のスケジューリング等
に基づいて回収可能と見込まれる額を計上しております。
ただし、見積りは不確実性を伴うことから、経済情勢の変動や新型コロナウイルス感染症等の影響によ

り、繰延税金資産の取り崩し、あるいは追加計上が必要となった場合には翌連結会計年度の連結計算書類
に重要な影響を及ぼす可能性があります。
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（連結貸借対照表に関する注記）
１．有形固定資産減価償却累計額 5,025,004千円
　
２．担保資産及び担保付債務

担保に供している資産
建 物 1,031,492千円
土 地 1,509,554千円

計 2,541,047千円
　

同上に対する債務
１年内返済予定の長期借入金 364,176千円
長 期 借 入 金 1,927,226千円

計 2,291,402千円

３．土地の再評価
土地の再評価に関する法律（1998年３月31日公布法律第34号）に基づき、2002年３月31日に事業用

の土地の再評価を行っております。なお、再評価差額については、土地の再評価に関する法律の一部を改
正する法律（1999年３月31日公布法律第24号）に基づき、当該再評価差額に係る税金相当額を「再評価
に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資
産の部に計上しております。
再評価の方法 土地の再評価に関する法律施行令（1998年３月31日公布政令第119号）第２条

第５号に定める不動産鑑定士による鑑定評価及び第２条第４号に定める地価税法
第16条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定するた
めに国税庁長官が定めて公表した方法により算定した価額に合理的な調整を行っ
て算出しております。

再評価を行った年月日 2002年３月31日
再評価を行った土地の当連結会計年度末に
おける時価と再評価後の帳簿価額との差額 △400,553千円
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（連結損益計算書に関する注記）
減損損失
当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

報告セグメント 用途 場所 種類 減損損失（千円）
テクノ製品事業 遊休資産 中国天津市 機械装置・リース資産等 67,133

連結子会社である天津奥貝庫斯技研有限公司（中国天津市）は当連結会計年度の第3四半期に筆記具用繊
維束の生産を停止しました。
それに伴って今後の使用が見込まれない生産設備等については、個々の資産ごとに遊休資産としてグルー

ピングし、帳簿価額を回収可能価額まで減額して当該減少額を減損損失として特別損失に計上しておりま
す。なお、回収可能価額は正味売却価額により測定し、回収可能性が認められないため零として評価してお
ります。

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
１．発行済株式に関する事項

当連結会計年度末における発行済株式の種類及び株式総数 普通株式 3,092,623株
　
２．配当に関する事項
（1）配当金支払額

決 議 株式の種類 配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円） 基準日 効力発生日

2020年６月24日
定時株主総会 普通株式 46,207 15.00 2020年3月31日 2020年6月25日

（注）「配当金の総額」には、資産管理サービス信託銀行株式会社（信託E口）が、基準日現在に保有する当社株式316,760株に対
する配当金4,751千円を含んでおります。

　
（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

2021年６月24日開催予定の定時株主総会の決議事項として普通株式の配当に関する議案を次のとおり
付議いたします。

決 議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円） 基準日 効力発生日

2021年６月24日
定時株主総会(予定) 普通株式 利益剰余金 46,201 15.00 2021年3月31日 2021年6月25日

（注1）「配当金の総額」には、株式会社日本カストディ銀行（信託E口）が、基準日現在に保有する当社株式316,760株に対する
　 配当金4,751千円を含んでおります。
（注2）資産管理サービス信託銀行株式会社は、2020年７月27日に日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社に吸収合併され、

株式会社日本カストディ銀行に商号変更しております。
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（金融商品に関する注記）
１．金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

当社グループは、設備投資資金については必要な資金を長期の銀行借入により調達し、また、短期的な
運転資金は資金需要に応じ銀行借入により調達しております。デリバティブ取引は、借入金の残高の範囲
で利用することとしており、投機的な取引及びレバレッジ効果の高いデリバティブ取引は行わない方針で
あります。
　
（2）金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに、また、外貨建の営業債権は、為替の変動
リスクに晒されております。投資有価証券は、主に取引先企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒
されております。
営業債務である支払手形及び買掛金は、１年以内の支払期日であります。借入金及びファイナンス・リ

ース取引に係るリース債務は、主に設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであり、償還日は決算
日後、最長で16年後であります。このうち一部は変動金利であるため金利の変動リスクに晒されておりま
す。
デリバティブ取引は、借入金に係る金利変動リスクのヘッジを目的として、金利スワップ取引及び金利

キャップ取引を行うことがあります。
　
（3）金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

受取手形及び売掛金等の営業債権について、得意先与信管理規程及び売上債権管理規程に従い、取
引開始時の与信調査、回収状況の継続的なモニタリング、与信限度額の定期的な見直しを実施して
おります。

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
市場金利の変動によるリスクを抑制するため、デリバティブ取引規程に基づきデリバティブ取引を
行います。
投資有価証券については、定期的に時価や発行元の財務状況等の把握に努めております。

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
各部署からの報告に基づき管理部が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手元流動性の維
持などにより流動性リスクを管理しております。

　
（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額
が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採
用することにより、当該価額が変動することもあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項
2021年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ

ります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次の表には含めておりません
（（注2）を参照ください）。

区 分 連結貸借対照表
計上額（千円） 時価（千円） 差額（千円）

（1） 現金及び預金 1,907,636 1,907,636 －
（2） 受取手形及び売掛金 1,263,605 1,263,605 －
（3） 投資有価証券 64,749 64,749 －

資 産 計 3,235,990 3,235,990 －
（1） 支払手形及び買掛金 394,869 394,869 －
（2） 未払法人税等 105,737 105,737 －
（3） 長期借入金

（１年内返済予定の長期借入金を含む） 2,441,402 2,436,749 △4,652

（4） リース債務
（１年内リース債務を含む） 73,640 72,726 △913

負 債 計 3,015,649 3,010,083 △5,565
（注1）金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券に関する事項

資産
（1）現金及び預金、（2）受取手形及び売掛金

これらは短期で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。
（3）投資有価証券

時価について、株式は取引所の価格によっております。
負債
（1）支払手形及び買掛金、（2）未払法人税等

これらは短期で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。
（3）長期借入金

時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定し
ております。

（4）リース債務
時価については、元利金の合計額を、同様の新規借入又はリース取引を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値
により算定しております。

　
（注2）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区 分 連結貸借対照表計上額（千円）
非上場株式 14,699
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（賃貸等不動産に関する注記）
重要性が乏しいため、記載を省略しております。

　
（１株当たり情報に関する注記）
１株当たり純資産額 1,753円19銭
１株当たり当期純利益 41円60銭
　

（重要な後発事象に関する注記）
該当事項はありません。

　
（その他の注記）
記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

（追加情報）
新型コロナウイルス感染症の影響に関する会計上の見積り
2020年４月７日に新型コロナウイルス感染拡大に伴う緊急事態宣言が政府から発令され、海外において

も新型コロナウイルスの感染拡大に伴い経済活動の停滞などの影響によりテクノ製品事業の受注が減少した
結果、国内のテクノ生産部門において2020年７月より2021年2月まで毎週１日の休業を実施いたしまし
た。新型コロナウイルスの感染収束の見通しは不透明な状況ですが、2021年１月以降、テクノ製品事業の
受注は回復基調で推移したため、業績に大きな影響は受けておりません。メディカル製品事業は下期以降、
手術件数減少などにより売上はやや低調に推移しました。今後はテクノ製品事業、メディカル製品事業とも
に、業績は回復基調で推移すると仮定し、固定資産の減損、繰延税金資産の回収可能性等の会計上の見積り
を行っております。
なお、将来における実績値に基づく結果が、これらの見積り及び仮定と異なる可能性があります。

2021年05月25日 19時46分 $FOLDER; 11ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）



― 11 ―

株主資本等変動計算書

(20202021
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで)

　
株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計
千円 千円 千円 千円

2020 年 ４ 月 １ 日 残 高 1,939,834 484,958 24,381 509,339
事 業 年 度 中 の 変 動 額
剰 余 金 の 配 当
当 期 純 利 益
自 己 株 式 の 取 得
株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計 － － － －
2021 年 ３ 月 31 日 残 高 1,939,834 484,958 24,381 509,339
　

株 主 資 本
利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本合計その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金
千円 千円 千円 千円

2020 年 ４ 月 １ 日 残 高 2,038,566 2,038,566 △214,956 4,272,784
事 業 年 度 中 の 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △46,207 △46,207 △46,207
当 期 純 利 益 189,765 189,765 189,765
自 己 株 式 の 取 得 △284 △284
株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計 143,558 143,558 △284 143,273
2021 年 ３ 月 31 日 残 高 2,182,125 2,182,125 △215,241 4,416,058
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評 価 ・ 換 算 差 額 等
純資産合計その他有価証券

評 価 差 額 金
土地再評価
差 額 金

評価・換算
差額等合計

千円 千円 千円 千円
2020 年 ４ 月 １ 日 残 高 42,749 △77,128 △34,379 4,238,405
事 業 年 度 中 の 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △46,207
当 期 純 利 益 189,765
自 己 株 式 の 取 得 △284
株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額(純額) △13,405 － △13,405 △13,405

事業年度中の変動額合計 △13,405 － △13,405 129,868
2021 年 ３ 月 31 日 残 高 29,344 △77,128 △47,784 4,368,273
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個別注記表
　

（継続企業の前提に関する注記）
該当事項はありません。

　
（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
１．資産の評価基準及び評価方法
（1）有 価 証 券
① 子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法によっております。
② その他有価証券
時価のあるもの 決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法により算定）によっております。
時価のないもの 移動平均法による原価法によっております。

（2）た な 卸 資 産 移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によって
おります。

　
２．固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産

（リース資産を除く）
定率法によっております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物
（建物附属設備は除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設
備及び構築物については、定額法によっております。
なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。
建物 ６～47年
構築物 ７～45年
機械装置 ２～９年

（2）無形固定資産
（リース資産を除く）

定額法によっております。
なお、償却年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によって
おります。ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における
利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

（3）リ ー ス 資 産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっておりま
す。

（4）長期前払費用 均等償却によっております。
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３．引当金の計上基準
（1）貸 倒 引 当 金 売掛金等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、
回収不能見込額を計上しております。

（2）賞 与 引 当 金 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち当事業
年度の負担額を計上しております。

（3）退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び退
職積立金に基づき計上しております。
退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要
支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

（4）株式給付引当金 株式給付規程に基づく役員及び従業員への当社株式の給付に備えるため、当
事業年度末における株式給付債務の見込額に基づき計上しております。

４．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
（1）消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっており、資産に係る控除対象外消費税及び地方
消費税は当事業年度の費用として処理しております。

（2）連結納税制度の適用
連結納税制度を適用しております。

（3）連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用
当社及び国内連結子会社は、「所得税法等の一部を改正する法律」(令和２年法律第８号)において創設
されたグループ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが
行われた項目については、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に
関する取扱い」（実務対応報告第39号 2020年３月31日）第３項の取扱いにより、「税効果会計に係
る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号 2018年２月16日）第44項の定めを適用せ
ず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額について、改正前の税法の規定に基づいております。

（表示方法の変更に関する注記）
１．「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３月31日）を当事業年度の
年度末に係る財務諸表から適用し、財務諸表に重要な会計上の見積りに関する注記を記載しております。

２．損益計算書関係
前事業年度において、独立掲記しておりました「営業外収益」の「社宅使用料」は、営業外収益の総額の

100分の10以下となったため、当事業年度より「その他」に含めて表示しております。
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（会計上の見積りに関する注記）
繰延税金資産の回収可能性
（1）当事業年度の計算書類に計上した金額

当事業年度（千円）
繰延税金資産 50,699

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
連結注記表「(会計上の見積りに関する注記) 2.繰延税金資産の回収可能性 (2)識別した項目に係る重

要な会計上の見積りの内容に関する情報」に同一の内容を記載しているため、記載を省略しております。

（貸借対照表に関する注記）
（1）関係会社に対する短期金銭債権 109,941千円

関係会社に対する長期金銭債権 112,000千円
関係会社に対する短期金銭債務 341,582千円
関係会社に対する長期金銭債務 4,000千円

　
（2）有形固定資産の減価償却累計額 3,374,867千円
　
（3）担保に供している資産

建 物 781,850千円
土 地 1,389,457千円

計 2,171,308千円
　

同上に対する債務
１年内返済予定の長期借入金 351,360千円
長 期 借 入 金 1,814,870千円

計 2,166,230千円
　
（4）保証債務

関係会社の金融機関等からの借入金等に対する債務保証
天津奥貝庫斯技研有限公司 17,527千円
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（5）土地の再評価
土地の再評価に関する法律（1998年３月31日公布法律第34号）に基づき、2002年３月31日に事業用

の土地の再評価を行っております。なお、再評価差額については、土地の再評価に関する法律の一部を改
正する法律（1999年３月31日公布法律第24号）に基づき、当該再評価差額に係る税金相当額を「再評価
に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資
産の部に計上しております。
再評価の方法 土地の再評価に関する法律施行令（1998年３月31日公布政令第119号）第２条

第５号に定める不動産鑑定士による鑑定評価及び第２条第４号に定める地価税法
第16条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定するた
めに国税庁長官が定めて公表した方法により算定した価額に合理的な調整を行っ
て算出しております。

再評価を行った年月日 2002年３月31日
再評価を行った土地の当期末における
時価と再評価後の帳簿価額との差額 △400,553千円

　
（損益計算書に関する注記）
（1）関係会社との取引高
営業取引による取引高
売上高 170,534千円
仕入高 1,589,547千円

　
営業取引以外の取引による取引高
受取利息 473千円
受取配当金 8,037千円
その他の営業外収益 1,600千円

　
（2）通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の低下による簿価切下額

売上原価 22,246千円
　

（株主資本等変動計算書に関する注記）
自己株式に関する事項
当事業年度末における自己株式の種類及び株式数 普通株式 329,298株

（注）株式会社日本カストディ銀行（信託E口）が保有する当社株式316,760株を含んでおります。
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（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
投資有価証券評価損 645千円
関係会社株式評価損 54,196千円
退職給付引当金 100,006千円
株式給付引当金 29,707千円
貸倒引当金 13,171千円
賞与引当金 11,785千円
減損損失 6,086千円
その他 22,190千円
繰延税金資産小計 237,789千円
評価性引当額 △179,202千円
繰延税金資産合計 58,587千円
繰延税金負債との相殺 △7,887千円
繰延税金資産純額 50,699千円

　
繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 7,887千円
繰延税金負債合計 7,887千円
繰延税金資産との相殺 △7,887千円
繰延税金負債純額 －

　
再評価に係る繰延税金負債
土地再評価差額金 31,616千円
再評価に係る繰延税金負債合計 31,616千円
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（関連当事者との取引に関する注記）
子会社等

種類 会社等の名称 議決権等の
所有割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（千円） 科目 期末残高
（千円）

子会社 オーベクス
テクノロジー株式会社 直接 100.0％

製品の外注加工
工場等の賃貸
役員の兼務
　 １名

外注加工費
家賃収入

783,188
9,431

買掛金
長期預り金

81,815
4,000

子会社 オーベクス
メディカル株式会社 直接 100.0％

製品の仕入
役員の兼務
　 １名

製品仕入
家賃収入

624,242
1,440

買掛金
―

258,779
―

子会社 天津奥貝庫斯
技研有限公司 直接 100.0％

製品の外注加工
製品の販売
資金の貸付
役員の兼務
　 １名

売上
外注加工費
受取利息
貸付
貸付金の回収
債務保証
市場調査料
販売手数料

161,102
182,116

473
40,000
8,000
17,527
3,600
2,883

売掛金
―

1年内回収予定
の長期貸付金
長期貸付金

―

86,165
―

8,000

112,000
―

未払費用 948
　

（注）1. 取引金額には、消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。
2. 資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。
3. 天津奥貝庫斯技研有限公司の債務保証は、機械のリース契約に対して行っているものであり、保証料は受領しておりません。
4. 天津奥貝庫斯技研有限公司への長期貸付金に対し、30,000千円の貸倒引当金を計上しております。

（１株当たり情報に関する注記）
１株当たり純資産額 1,580円80銭
１株当たり当期純利益 68円67銭
　

（重要な後発事象に関する注記）
該当事項はありません。

　
（その他の注記）
記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

（追加情報）
新型コロナウイルス感染症の影響に関する会計上の見積り
新型コロナウイルス感染症の影響に関する会計上の見積りに関する注記については、連結計算書類「連結

注記表（追加情報）」に同一の内容を記載しているため、記載を省略しております。
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